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介護労働者の離職を抑止する要因についての再考 
 

加藤善昌 
 

要旨 
 本稿は、介護労働者の離職を抑止するために重要な要素について実証分析を行ったもの

である。介護労働者の主観的厚生と意思決定に影響を与える要因として先行研究では、職

務に対するやりがい (内発的動機) や賃金、職場における人間関係 (ソーシャル・キャピタ

ル) が重要な要因であると指摘されている。だが、これらの影響を可能な限り正確に推定す

るためには、要因間の相関や変数の定義について配慮を行う必要がある。そこで本稿は、

推定において新しい手法を導入し、内発的動機と賃金、ソーシャル・キャピタルの影響に

ついて再度推定した。その結果、内発的動機とソーシャル・キャピタルについては既存研

究とほぼ同様の傾向が観察されたが、賃金の作用については先行研究とは異なる傾向を観

測することができた。 
 
1 章 はじめに 
 我が国において、介護労働者を対象とした研究が近年積極的に展開されている。そして、

それらの研究の問題意識としてほぼ共通しているのは、介護労働はどのようにしたら安定

的になるのか、すなわち、どのようにしたら介護労働者は離職しないのか、という点であ

る。例えば、花岡 (2009, 2010) では、事業所の離職率に対してどのような要因が影響して

いるのかを対象として分析が行われており、大和 (2010, 2014) においても、介護労働者の

満足度には何が影響するのかといった点を対象として分析が行われている。また、さかの

ぼるが、堀田 (2009) では介護労働者のストレスを対象として分析が行われており、周 
(2006) では介護労働者の賃金に対してどのような要因が影響を与えるのかといった点が分

析されている。これらの研究はストレスや賃金を分析対象としているが、問題意識として

は労働供給の安定化に集約されるであろう。 
 これらのように介護労働者を対象とした分析が積極的に行われている背景として、我が

国における高齢社会の進展があげられる。統計局によれば、2016 年 7 月時点での 65 歳以

上の人口は 3448 万人である。つまり、介護産業に対する需要は非常に大きなものであると

いえよう。だが、労働供給のほうに目を向けてみると、介護労働者の離職率の高さが目立

つ。平成 27 年度の介護労働実態調査の事業所別調査によると、1 年間における介護労働者

の離職率は全体平均で 16.6%であり、法人形態別にみてみると、特に営利企業が 20.5%と

高い傾向にある。 
 介護労働者の離職率が高い理由として最初に考えられるのが、賃金の低さである。確か

に、賃金は労働者にとって第一のインセンティブとしてあげられるが、花岡 (2010) や大和 
(2010, 2014) によると、賃金は事業所の離職率や労働者の満足度に対して必ずしも有意に
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相関するわけではないことが指摘されている。つまり、介護労働者の離職を抑止するため

には、賃金だけでなく、その他の要因も考慮する必要があると考えられる。 
 筆者は加藤 (2015) において、介護労働者の職務満足度と就業継続意向に対して何が影響

するのかを対象として分析を行った。その結果、賃金よりも労働者の自発的意欲、すなわ

ち「内発的動機」や、職場における人間関係、すなわち、企業内の「ソーシャル・キャピ

タル」の方が労働者の職務満足度や就業継続意向に対して影響を与えることを示した。し

かし、賃金の間接的な影響のみを対象としており、直接的な影響は分析しなかった。くわ

えて、「内発的動機」や「企業内のソーシャル・キャピタル」についても、その設定方法は

より精緻にできると考えられた。そこで、本稿では加藤 (2015) をベースとしながら、介護

労働者の離職を抑止する要因について再考察を行う。賃金が与える影響について、間接的

な部分だけでなく、直接的な影響も本稿では考察する。さらに、内発的動機や企業内ソー

シャル・キャピタルについても改めてその効果を検証してみる。 
 本稿の構成は以下のようになっている。まず、2 章では先行研究のサーベイとともに、仮

説を再提示する。その際、賃金と内発的動機、ソーシャル・キャピタルの作用を中心とし

ながらサーベイを行う。続く 3 章では分析の枠組みを提示し、4 章では分析結果とその解釈

を記述する。そして 5 章では、今後の分析の展開と、政策的な結論について述べる。 
 
2 章 仮説の再提示 

個人の主観的厚生を決定する要因として、賃金は特に重要なものとして経済学ではあげ

られてきた。しかし、Ersterlin (1974) をはじめとして、賃金は必ずしも個人の幸福に寄与

しないことが指摘されている。個人の幸福に対する賃金の作用に関する仮説のひとつとし

て、相対賃金仮説があげられる。これは、個人は他者との比較によって賃金を評価し、そ

の結果が個人の幸福に作用するというものである。この仮説自体は Veblen (1899) や
Duesenberry (1953) 、Scitovsky (1976) においても取り上げられているように、古くから

指摘されているものであるが、実証研究として著名なものは Clark and Oswald (1996) が
あげられる。かれらは英国民を対象とした幸福度調査のデータを用いて、他者の賃金は個

人の幸福度に対して負に相関することを述べている。したがって、賃金が個人の幸福に対

して与える影響について以下の仮説があげられる。 
 
仮説 1 ： 賃金は絶対的な要素としてだけでなく、相対的な要素としても職務満足度や就業

継続意向に作用する。 
 
 また、個人の行動原理として、近年は内発的動機と呼ばれるものも注目を集めている。

内発的動機はもともと心理学で用いられている概念であり、何らかの行為に対する自発的

欲求のことをさしている。経済学においては Frey (1997) によって、他者から与えられる

報酬によって内発的動機が阻害されるという「モチベーションのクラウディング・アウト」
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が指摘されてから、研究対象としてあげられてきた。また、プリンシパル・エージェンシ

ー理論と関連した著名な研究としては Bènabou and Tirole (2003) があげられ、プリンシ

パル・エージェント間での情報の非対称性が、モチベーションのクラウディング・アウト

を発生させることを指摘している。そして、Borzaga, et al. (2006) ではイタリアの協同組

合員を対象として実証分析が行われており、内発的動機も個人の幸福度に対して正に相関

することが指摘されている。ゆえに、以下の仮説も提示される。 
 
仮説 2 ： 内発的動機が満たされることにより、個人の職務満足度や就業継続意向は向上す

る。 
 
 さらに、個人の幸福度に関する研究において、ソーシャル・キャピタルも重要な要素と

して近年は注目されている。ソーシャル・キャピタルとは、人々の間で形成される信頼や

規範を示すと一般的にはみなされており、Putnam (1993) はイタリア北部と南部において

人々の経済社会活動の格差がみられる要因のひとつとしてそれを指摘した。そして、職場

におけるソーシャル・キャピタルは人々の幸福度を向上させることが Helliwell and Huang  
(2010) や Requena (2003) において指摘されている。つまり、ソーシャル・キャピタルに

ついても以下の仮説が提示できる。 
 
仮説 3 ： 職場におけるソーシャル・キャピタルは個人の職務満足度や就業継続意向を向上

させる。 
 
 そして、労働者の行動は、かれらが所属する機関がどのような機関であるかによって異

なることも指摘されている 1。Wisebrod (1988) では非営利組織の労働者はより自発的に労

働供給を行うという ”Donated Labor” が指摘されている。さらに、Besley and Ghatak 
(2005) では ”Motivated Agent” という概念が提示され、公共機関や非営利組織には、社会

に対してより貢献しようとする労働者が就業しやすいことが述べられている。したがって、

以下の仮説も考えられる。 
 
仮説 4 ： 以上にあげた仮説の検証結果は、法人形態ごとに異なる。 
 
3 章 モデルとデータ 

 以上の仮説を検証するため、本稿では『介護労働実態調査』の平成 22 年度版の労働者ご

との個票データを用いる。この調査は、厚生労働省の委託のもとで公益財団法人介護労働

安定センターが毎年実施しているものである。調査方法は、独立行政法人福祉医療機構 

(WAMNET) の『介護保険事業者名簿』から事業所を抽出し、その事業所に対してアンケー

                             
1  公務員については Dixit (2002) を参照。 
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ト調査を配布し、後日介護労働安定センターに送付するという方式である。平成 22 年度の

調査では 17030 件の事業所とそこに勤務する労働者 51090 人をサンプルとして対象とし、

そのうち有効回答数は事業所が 7345 件、労働者は 19535 人となっている。 
 

 
 
 本稿では、仮説 1, 2, 3 を検証するための推定式を以下とする。 
 

Pr (𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝑗𝑗|𝑗𝑗 ∊ {1, 2, … , 5}) =

𝛽𝛽1ln (𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊)𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖 +

𝛽𝛽4𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑘𝑘𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑖𝑖 + 𝑢𝑢𝑖𝑖 … (1) 
 
 𝑖𝑖は労働者を示すインデックスであり、𝑦𝑦𝑖𝑖は被説明変数を示している。そして、被説明変

数は以下のふたつである。まず、労働者𝑖𝑖の職務満足度である。これは、現在の職場につい

てどの程度満足しているかを問うものであり、1 が「不満足」、2 が「やや不満足」、3 が「普

通」、4 が「やや満足」、5 が「満足」となっている。そして、もうひとつの被説明変数が、

労働者𝑖𝑖の就業継続意向である。これは、現在の職場にどのくらい勤め続けたいかをとうも
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のであり、1 が「半年程度」、2 が「1～2 年程度」、3 が「3～5 年程度」、4 が「6～10 年程

度」、5 が「働き続けられる限り」となっている。また、被説明変数は、労働者𝑖𝑖の効用や意

思といった潜在変数の代理変数として位置づけられる。 
 そして、仮説の検証のために用いる説明変数は以下である。まず、労働者𝑖𝑖の相対賃金で

あるが、加藤 (2015) では Schmacher (1997) や花岡 (2009, 2010) を参考のうえで以下の

ように設定した。 
 

𝑙𝑙𝑙𝑙 (𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊)𝑖𝑖 = 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑖𝑖 − 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊�������� … (2) 
 
 (2)式の左辺は、労働者𝑖𝑖の相対賃金を示している。右辺の第一項は労働者𝑖𝑖の所定内賃金の

対数であり、第二項は労働者𝑖𝑖と同じ属性を持つと考えられる個人の平均的な賃金の対数値

である。また、第二項は、労働者𝑖𝑖が居住する都道府県、年齢階層、性別によって個人を特

定化し、そのうえで平成 22 年度の『賃金構造基本統計調査』の全産業の都道府県別の平均

賃金を引用し、対数化したものである 2。 

 加藤 (2015) ではこの変数のみを用いて相対賃金の影響を推定したが、労働者𝑖𝑖の賃金そ

のもの (絶対賃金) の影響は推定しなかった。その理由として、労働者𝑖𝑖の相対賃金と絶対

賃金を併用すると両変数間で多重共線性が発生し、正確な係数を測定できなくなってしま

う可能性があるからである。 
 そこで、多重共線性の問題を回避したうえで、労働者𝑖𝑖の相対賃金と絶対賃金の双方がも

たらす影響をより正確に推定するため、浦川・小塩 (2012) を参考とし、以下のダミー変数

を設定して本稿では推定を行う。 
 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖 = �1 if ln(𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊)𝑖𝑖 − ln𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊�������� < 0
0 if 𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒

 … (3) 

 
 (3)式において、もし、労働者𝑖𝑖の所定内賃金が他者の賃金よりも低い場合、左辺は 1 をと

る。そして、もし、労働者𝑖𝑖の所定内賃金が他者の賃金と等しい、あるいは、それ以上であ

った場合、左辺は 0 となる。つまり、(1)式の 𝛽𝛽2 が負であり、なおかつ有意性を持った場

合、仮説 1 は支持される。 
 次に、労働者𝑖𝑖の内発的動機ダミーであるが、これは(1)式の第三項である。「現在の職業

に就業した理由は何ですか」という質問項目のうち、介護労働者の内発的動機を示すもの

のひとつとして考えられる、「お年寄りが好きだから」を選択した場合、1 の値をとるダミ

ー変数である。したがって、(1)式の 𝛽𝛽3 が正であり、なおかつ有意性を持った場合、仮説 2
は支持される。 

                             
2  相対化の対象をどのように設定すべきか、という点は飯田 (2009) においても議論され

ている。 
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 そして、企業内ソーシャル・キャピタルダミーであるが、これは(1)式の第四項である。

職場内の人間関係の悩みを問う質問項目において、「人間関係に関する悩みはない」を労働

者𝑖𝑖が選択した場合、1 の値をとるダミー変数である 3。よって、(1)式の 𝛽𝛽4 が正であり、

なおかつ有意性を持った場合、仮説 3 は支持される。 
 なお、推定においてその他の要因を所与とするためのコントロール変数、すなわち、(1)
式の右辺の第五項は以下である。労働者𝑖𝑖の年齢と労働時間の対数、性別ダミーと結婚ダミ

ー、労働者𝑖𝑖が現在住んでいる地域を示すダミー変数も説明変数に加える 4。そして、一年

間における労働者𝑖𝑖の研修受講数も説明変数のひとつとする 5。さらに、労働者𝑖𝑖の教育水準

を示すダミー変数も加える 6。また、労働者の就業形態に関するダミー変数、新卒かどうか

を示すダミー変数、事業所の規模を示すダミー変数、職位ダミーも説明変数とする 7。 
 そして、被説明変数が潜在変数にもとづく順序型効用関数であることを考慮し、本稿で

は(1)式の推定において順序型ロジット分析を行う。つまり、(1)式の右辺の第六項である誤

差項𝑢𝑢𝑖𝑖はロジェスティック分布にしたがうと仮定したうえで推定を行う。そのため、密度関

数 Λ(𝑢𝑢𝑖𝑖) と分布関数 𝜆𝜆(𝑢𝑢𝑖𝑖) は以下のように表示される。 
 

Λ(𝑢𝑢𝑖𝑖) = exp(𝑢𝑢𝑖𝑖)
1+exp(𝑢𝑢𝑖𝑖)

  

 

𝜆𝜆(𝑢𝑢𝑖𝑖) = exp (𝑢𝑢𝑖𝑖)
(1+exp (𝑢𝑢𝑖𝑖))2

  

                             
3  Durlauf (2000) や Durlauf and Black (2003) で指摘されているように、ソーシャル・

キャピタルや社会関係を二値選択型のダミー変数として設定した場合、係数にバイアス

が生じる可能性がある。だが、今回の介護労働実態調査では人間関係について直接観測

できる指標があるため、本稿の分析においては二値選択型のダミー変数としてソーシャ

ル・キャピタルを定義した。 
4  性別ダミーは女性を 1、結婚ダミーは既婚者を 1 としている。そして、地域ダミーは、

関東地方をレファレンス・グループとして、北海道地方と東北地方、関東地方と中部地

方、関西地方と四国地方、中国地方と九州地方の 8 地方に区分して、それぞれを 1 とし

ている。 
5  花岡 (2010) において、事業所の離職率と研修は負に相関することが指摘されている。 
6  労働者𝑖𝑖の教育年数の代理変数として、本稿ではダミー変数を用いて推定を行う。なお、

ダミー変数はそれぞれ、介護を専攻とする専門学校、その他の専門学校、介護を専攻と

する大学、その他の大学を学歴としてチェックしたものを 1 とするダミー変数である。 
7  就業形態ダミーは労働者𝑖𝑖が非正規であった場合に 1、非新卒ダミーは労働者𝑖𝑖 が非新卒

である場合に 1 をとるダミー変数である。また、Frey and Benz (2003) では、事業所の

規模と労働者の幸福度は負に相関することが指摘されており、それを参考にして本稿で

は事業所規模も説明変数のひとつとして加える。なお、事業所の規模ダミーは、5 人未

満の事業所をレファレンス・グループとし、5～9 人、10～19 人、20～49 人、50～99
人、100 人以上という 5 段階に設定し、労働者𝑖𝑖が該当した場合 1 をとるダミー変数であ

る。そして、職位ダミーは、労働者𝑖𝑖が現場主任、その他の管理職に該当した場合、それ

ぞれ 1 とするダミー変数である。 
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 また、対数尤度関数は 

 

ln𝐿𝐿(𝛽𝛽,𝑢𝑢1, … ,𝑢𝑢4|𝑦𝑦𝑖𝑖 ,𝑥𝑥𝑖𝑖) = ��𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 ln�Λ�𝑢𝑢𝑗𝑗 − 𝑥𝑥𝑖𝑖𝛽𝛽� − Λ�𝑢𝑢𝑗𝑗−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖𝛽𝛽��
𝑗𝑗

𝑗𝑗=1

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

 

 

である。ただし、 

 

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1 if 𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝑗𝑗 𝑗𝑗 ∊ {1, 2, … ,  5} 

 

 本稿では仮説 4 の検証のため、全サンプルにおける推定に加えて、法人形態に分けたサ

ブサンプルの推定も行う。サブサンプルは以下の三つである。まず、最初のサブサンプル

は「営利企業」である。これは、勤務先の法人格が営利企業に該当するグループである。

そして、次のサブサンプルは「非営利組織」である。これは、勤務先の法人格が、医療法

人、社会福祉法人、社団・財団法人、NPO 法人、協同組合のいずれかに該当するグループ

である。また、最後のサンプルは「公共機関」である。これは、勤務先が公共機関に該当

するグループである。ゆえに、上記の三つのサブサンプル間で係数𝛽𝛽1, 𝛽𝛽2, 𝛽𝛽3, 𝛽𝛽4 の値や有

意性が異なる場合、仮説 4 は支持される。なお、より頑健な結果をだすことを目的とし、

本稿ではすべての推定において White の頑健な標準誤差を用いて推定を行う。 
 
4 章 推定結果からの解釈 
 

 

 
 まず、全サンプルにおける職務満足度の結果からみてみよう。表 1 をみてみると、第一

に、絶対賃金の係数をみてみると、正に相関しているものの、コントロール変数の有無に
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よって結果が異なっているため、頑健性を持った結果であるとはいえない 8。一方で、相対

賃金ダミーであるが、係数の値が負であり、有意水準 1%で有意に相関しており、コントロ

ール変数の有無にかかわらず結果は同じである。したがって、仮説 1 は支持され、労働者

が自身の幸福感を決定させる際は、他者との比較にもとづいて決定しているといえるだろ

う。そして、内発的動機ダミーについてみてみると、係数の値は正であり、有意水準 1%で

有意に相関している。さらに、企業内ソーシャル・キャピタルダミーについてみてみると、

この変数も係数の値は正であり、有意水準 1%で有意に相関している。つまり、仮説 2 及び

仮説 3 も支持される。しかも、企業内ソーシャル・キャピタルダミーの係数は、今回注目

したおもな説明変数のなかで最も大きい。ゆえに、労働者の職務満足度を向上させる要素

として、企業内のソーシャル・キャピタルが最も重要であるといえるだろう。 
 

 

 
 次に、表 2 の就業継続意向を対象とした推定結果についてみてみると、職務満足度の推

定結果とは異なる傾向が観測される。絶対賃金についてみてみると、係数の値は正であり、

有意水準 1%で有意に相関している。一方で、相対賃金ダミーは正に相関するものの、コン

トロール変数の有無によって有意性が異なっているため、頑健性を持った結果とはいえな

い。したがって、就業継続意向について、仮説 1 は支持されない。相対賃金ダミーが正に

相関する理由としては、労働者は自身の賃金の指標として、他者の賃金をとらえていると

いう可能性が考えられる。つまり、その結果として、就業先における労働供給のインセン

ティブとなっている可能性が考えられる。一方で、内発的動機と企業内ソーシャル・キャ

ピタルダミーについてみてみると、これらは職務満足度の結果とほぼ同様である。つまり、

就業継続意向においても仮説 2 及び仮説 3 は支持される。また、係数の大きさについても、

職務満足度と同じ傾向にある。 

                             
8  ただし、同様の推定を最小二乗法によって行っても多重共線性はほとんど観測されなか

った。したがって、多重共線性によって生じたバイアスである可能性は低い。また、最

小二乗法による推定結果は今回の推定結果とほぼ同様のものであった。 
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 そして、サブサンプル間の違いについてみてみよう。表 3 のサブサンプルごとの推定結

果をみてみると、絶対賃金はすべてのサブサンプルで正に相関しているが、有意性を持ち、

なおかつ、頑健性を持った結果であるのは、営利企業の労働者を対象とするサンプルのみ

であった。そして、相対賃金ダミーは、全サンプルで正かつ有意に相関しているが、頑健

性を持った結果であるのは、営利企業と非営利組織、すなわち、民間企業の労働者を対象

とするサンプルのみである。よって、仮説 1 は民間企業の労働者においてのみ支持される

と考えてよいだろう。すなわち、民間企業の労働者は他人の賃金と比べて自身の賃金を評

価する傾向が、公共機関の労働者よりも強いと考えられる。 
また、内発的動機ダミーについてみてみると、すべてのサブサンプルで有意に相関して

いるものの、非営利組織の労働者を対象とするサブサンプルでは係数の値がやや低い。さ

らに、企業内ソーシャル・キャピタルダミーについても有意性が確認されたが、公共機関

の労働者を対象とするサブサンプルにおいて、係数の値がやや低い。したがって、仮説 1
の検証結果も含め、仮説 4 は支持されると考えられる。 
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最後に、就業継続意向についてみてみよう。表 4 の推定結果より、内発的動機ダミーと

企業内ソーシャル・キャピタルダミーは、職務満足度とほぼ同じ傾向が観察された。つま

り、内発的動機と企業内ソーシャル・キャピタルは、労働者の効用を向上させる要因とし

てだけでなく、労働供給のインセンティブとしても作用すると考えられる。 
他方、絶対賃金と相対賃金ダミーについては、職務満足度と異なる結果が観測された。

まず、絶対賃金は営利企業と非営利組織の労働者を対象とするサブサンプルでは有意性が

確認されたが、公共機関の労働者においては有意性が確認されなかった。さらに、営利企

業と非営利組織で比べてみると、非営利組織の労働者を対象とするサンプルの方が係数の

値がやや大きい。他方、相対賃金ダミーはサブサンプル間において係数の符号が異なって

いる。営利企業を対象とするサブサンプルのみで負に相関し、非営利組織と公共機関の労

働者を対象とするサブサンプルにおいては、正に相関している。さらに、コントロール変

数も追加した結果から考察すると、非営利組織の労働者を対象とするサンプルにおいては

頑健性を有すると考えられる。したがって、就業継続意向においても仮説 4 は支持され、

特に、非営利組織の労働者は他のサンプルに比べて、今回注目した説明変数に対してより

反応的であるといえるだろう 9。 
 
5 章 結びに代えて 
 高齢化の進展と社会保障制度の変化を背景として、民間企業による介護サービスの供給

の重要性は今後さらに増すと考えられる。そのなかで、介護労働者の離職をどのようにし

て抑制するか、また、かれらの厚生をどのように向上させるかは、きわめて重要な政策課

題である 10。本稿は加藤 (2015) の再考察を行ったが、内発的動機とソーシャル・キャピタ

ルの重要性については同様の結果をえた。労働者の内発的動機と職場内のソーシャル・キ

ャピタルは、労働者の主観的厚生である職務満足度と、労働供給の意思を示す就業継続意

向の双方に対して、ともに正かつ有意に相関することがわかった。したがって、介護労働

者の離職を抑制するためには、かれらの内発的動機の維持や刺激、そして、職場のソーシ

ャル・キャピタルの醸造は有効な施策であるとあらためていえるだろう。 
 労働者の内発的動機を刺激する方法としては、事業所による積極的な教育や研修の実施

があげられる。職務における一般的な規範や企業理念を労働者に教育することにより、か

れらの内発的動機を刺激することができる。また、そのような機会を労働者間で共有する

ことにより、職場におけるソーシャル・キャピタルを醸造することができるであろう。た

だし、労働者の教育は事業所にとって大きな負担となるため、教育や研修の在り方なども

                             
9  非営利組織の労働者の推定において相対賃金ダミーが負に相関する理由としては、以下

のふたつが考えられる。まず、Rose-Ackerman (1996) でも示されているように、非営

利組織の労働者が他の機関の労働者に比べて利他的である可能性である。もうひとつは、

他者の賃金を自身の賃金の指標として反映している可能性である。 
10 労働供給における労働者の主観的厚生の重要性については石川 (1991) を参照。 
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今後考察が必要な課題であるだろう。 
 また、法人形態の違いを考慮したうえで報酬形態を設定することも、介護労働者の離職

を抑制するうえで重要な施策である。今回の分析において、就業継続意向に対しては絶対

賃金が有意に相関することが再検証された。したがって、賃金は労働者の効用、すなわち、

主観的厚生を直接には向上させないが、労働供給のインセンティブとして作用するであろ

うと考えられる。しかし、その効果は、営利企業や非営利組織といった民間企業の労働者

のみに対してであることが、サブサンプルごとの推定によって判明した。さらに、営利企

業の労働者に対しては、絶対賃金が職務満足度に対しても有意に相関することが判明した。

したがって、民間企業においては、働者の離職を抑制するうえで、成果主義型の報酬設定

や賃上げは効果を有することが期待できる。特に営利企業においては、絶対賃金は就業継

続意向のみならず職務満足度においても有意に相関した。したがって、成果主義型の報酬

設定や賃上げは営利企業において、離職を抑制するのみならず、労働者の主観的厚生を引

き上げるうえでも有効であると考えられる。他方、公共機関の労働者を対象とした就業継

続意向の推定では、絶対賃金が有意に相関しなかった。そして、内発的動機の係数は最も

大きかった。したがって、社会福祉協議会などの公共機関の労働者の離職を抑制するため

には、労働者に対する教育や研修がより重要であるといえるだろう。 
 本稿の課題として、まず、データ採取におけるサンプルセレクション・バイアスの可能

性があげられる。データの性質上、介護労働実態調査では実際に離職した労働者を対象と

はしていない。そのため、離職者を対象とした実証分析が今後の研究において必要かつ重

要である。また、内発的動機とソーシャル・キャピタルについても、それぞれについてよ

り詳細に分析することが必要である。内発的動機とソーシャル・キャピタルはともに、介

護労働者に限定されず、労働者のインセンティブとしての重要性が十分に考えられる。ど

のようにしてこれらを計測するか、また、どのようにしたら刺激もしくは醸造できるかを

分析することは、きわめて重要であるだろう。さらに、職務満足度と就業継続意向の間の

関係についても、不明瞭である。職務満足度が向上すると就業継続意向が向上すると通常

は考えられるが、この二者の間には逆因果の関係が発生している可能性がある。この点を

明らかにするため、職務満足度の値を条件づけたうえで就業継続意向の推定を行うなど、

改めて推定が必要である。 
 そして、法人形態間において労働者の行動がなぜ異なるのかという点も、さらに分析が

必要である 11。法人形態ごとに労働者の行動が異なる理由として、先述の ”Motivated Agent” 
のほかにも理由が考えられる。Francois (2000) や Francois and Vlassopoulos (2008) では、

非営利組織では利潤分配制約によって、他者の労働供給にフリーライドするインセンティ

                             
11 岡部 (2012) では、「社会的企業」とよばれる組織の増加と、経済学における合理的個人

への懐疑が指摘されている。また、それらを通じ、個人の行動原理についてより詳細に

分析することの重要性についても指摘されている。 
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ブが弱まり、その結果、労働者の自発的労働供給が促されるとされている 12。つまり、法

人形態間における労働者の行動の違いの理由を説明する際、Besley and Ghatak (2005) が
労働者間における選好の違いに注目している一方で、Francois (2000) と Francois and 
Vlassopoulos (2008) は法人形態間のガバナンスの違いに注目しているのである。今回の分

析ではどちらの説が正しいという検証はできていないが、この検証も重要な課題である。 
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付録 
1. 被説明変数の設定における質問項目 

(1) 職務満足度の設定 
Q. 現在の仕事の満足度についてお伺いします 
A. 不満足=1, やや不満足=2, 普通=3, やや満足=4, 満足=5 
※ ただし、「職業生活全体」についての満足度である 

 
(2) 就業継続意向の設定 

Q. あなたの仕事の継続意志についてお伺いします 
A. 半年程度＝1, 1~2年程度=2, 3~5年程度=3, 6~10年程度=4, 働き続けられる限り

=5 
※ ただし、「今の勤務先にいつまで勤めたいですか」という質問への答えである 

 
2. 説明変数の設定における質問項目 

(1) 内発的動機ダミーの設定 

Q. あなたが現在の就業先を選んだ理由は何ですか？ 
A. お年寄りが好きだから 
… Yes＝1, NO=0 

 
(2) ソーシャル・キャピタルダミーの設定 

Q. 現在の職場における人間関係の悩みは何ですか？ 
A. 人間関係について特に悩みはない 
… Yes=1, No=0 


